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※　「補助対象」としているものには、該当補助制度において、一部の施設を補助対象としているものや条件
　つきで認めているものも含んでいる。
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1 地方公共団体がPFI事業を実施する際の国の補助金等の適用状況について
－概要－

1

所管省庁 補助制度名 根拠法令等 補助要綱等名 補助対象施設名

内閣府警察庁 都道府県警察施設整備費補助金 警察法

警察本部、警
察署（含む留
置場）、機動
警察隊、交
番、駐在所、
待機宿舎

× 検討中 × －

総務省消防庁
市町村消防防災
施設整備費補助
金

予算補助
消防防災施設
整備費補助金
交付要綱

消防用ヘリコ
プター附帯施
設、救助用ヘ
リコプター離
着陸場等

× 検討中 × －

文部科学省

公立学校施設整
備費補助金（学
校給食施設整備
費

学校給食法、
学校給食法施
行令

学校給食施設
補助要綱

単独校調理
場、共同調理
場、学校食堂

○ ※ ○ ※ －

文部科学省 公立学校施設整備事業

義務教育諸学
校施設費国庫
負担法　等

公立学校施設
費国庫負担金
等に関する関
係法令等の運
用細目　等

公立学校施設 ○ ※ ○ ※ －

文部科学省 産業教育施設整備事業
産業教育振興
法　等

高等学校産業
教育施設整備
費国庫補助金
交付要綱

高等学校にお
ける産業教育
のための施設

○ ※ ○ ※ －

文部科学省

公立学校等施設
整備費補助金
（学校体育施設
等整備費）
【16.4～】＊
＊「公立学校施
設整備費補助金
（学校体育施設
整備費）」と
「社会体育施設
整備補助金」に
ついては、平成
１６年度に統合
され、「公立学
校等施設整備費
補助金（学校体
育施設等整備
費）」となる予
定である。

スポーツ振興
法、スポーツ
振興法施行令

公立学校等施
設整備費補助
金（学校体育
施設等補助）
交付要綱

学校及び一般
の利用に供す
る水泳プー
ル、武道場等

○ ※ ○ ※ －

文部科学省

留学生宿舎建設
奨励金（独立行
政法人日本学生
支援機構運営費
交付金）

独立行政法人
日本学生支援
機構法

留学生宿舎建
設奨励事業実
施要項（改正
予定）
＊�「留学生宿
舎建設奨励事
業」について
は、これまで
（財）日本国
際教育協会補
助事業として
実施してきた
が、平成１６
年４月の独立
行政法人日本
学生支援機構
の設立に伴
い、機構の運
営費交付金対
象事業に移行
する予定。

留学生宿舎 × ○ －

BOOBOTBTO

１．「BOO」「BOT」「BTO」各欄の記載中、「○」「×」の表記は、現在、補助対象としているかどうかを表示
　している。なお、「－」は、法律上等から対象としていない場合を表示している。
２．「BOO」「BOT」「BTO」各欄中※印のあるものは、補助金の適用に当たって条件が定められているものであ
　り、具体については個別表参照。



2 地方公共団体がPFI事業を実施する際の国の補助金等の適用状況について
－概要－

2

所管省庁 補助制度名 根拠法令等 補助要綱等名 補助対象施設名 BOOBOTBTO

農林水産省 経営構造対策事業 予算補助
農業経営対策
事業費補助金
等交付要綱

高品質堆肥製
造施設、未利
用資源活用施
設、情報管理
通信施設、農
業気象高度利
用施設、産地
形成促進施
設、地域食材
供給施設、総
合交流拠点、
農林漁業体験
施設等

○ ○ ○

農林水産省
アグリ・チャレ
ンジャー支援事
業

予算補助

地域農業構造
対策事業費補
助金等交付要
綱

高品質堆肥製
造施設、未利
用資源活用施
設、情報管理
通信施設、農
業気象高度利
用施設、産地
形成促進施
設、地域食材
供給施設、総
合交流拠点、
農林漁業体験
施設等

○ ○ ○

農林水産省 農道整備事業費補助

土地改良法
（昭和24年法
律第195号）

土地改良事業
関係補助金交
付要綱

農道 ○ × 検討中 －

農林水産省

農林漁業用揮発
油税財源身替農
道整備事業費補
助

土地改良法
（昭和24年法
律第195号）

土地改良事業
関係補助金交
付要綱

農道 ○ × 検討中 －

農林水産省 農村総合整備事業費補助

土地改良法
（昭和２４年
法律第１９５
号）

農村整備事業
補助金交付要
綱

農業用用排水
施設、農道等 ○ × 検討中 －

農林水産省 畜産環境総合整備事業費補助 予算補助
畜産環境総合
整備事業実施
要綱　等

家畜排せつ物
処理施設等 ○ × －

農林水産省 生産振興総合対策事業費補助金 予算補助
生産振興総合
対策事業実施
要綱

種子種苗生産
関連施設　等 ○ × －

農林水産省 森林環境保全整備事業費補助 森林法

林業関係事業
補助金等交付
要綱
森林環境保全
整備事業実施
要領

市町村有林 × ※ ○ ※ ○ ※

農林水産省 農業集落排水事業費補助 予算補助
農村整備事業
統合補助金交
付要綱

農業集落排水
施設等 ○ × 検討中 －

農林水産省 経営体育成基盤整備事業費補助

土地改良法
（昭和24年法
律第195号）

土地改良事業
関係補助金交
付要綱

農業用用排水
施設、農道等 ○ × 検討中 －

農林水産省 卸売市場施設整備事業

中央卸売市
場：法律補助
（卸売市場
法）地方卸売
市場：予算補
助

卸売市場施設
整備事業費補
助金交付要綱

中央卸売市
場、地方卸売
市場（公設）

○ ○ ○

１．「BOO」「BOT」「BTO」各欄の記載中、「○」「×」の表記は、現在、補助対象としているかどうかを表示
　している。なお、「－」は、法律上等から対象としていない場合を表示している。
２．「BOO」「BOT」「BTO」各欄中※印のあるものは、補助金の適用に当たって条件が定められているものであ
　り、具体については個別表参照。
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所管省庁 補助制度名 根拠法令等 補助要綱等名 補助対象施設名 BOOBOTBTO

農林水産省

バイオマス利活
用フロンティア
整備事業
（地域バイオマ
ス利活用施設整
備事業）

予算補助
農村振興対策
事業費補助金
等交付要綱

バイオマス利
活用施設 ○ ○ ○

農林水産省 かんがい排水事業費補助

土地改良法
（昭和24年法
律第195号）

土地改良事業
関係補助金交
付要綱

農業用用排水
施設 ○ × 検討中 －

農林水産省 水産物供給基盤整備事業費
漁港漁場整備
法

水産基盤整備
事業費補助金
交付要綱

外郭施設、水
域施設、係留
施設、輸送施
設　等

○ × 検討中 －

農林水産省
新山村振興等農
林漁業特別対策
事業

予算補助

新山村振興等
農林漁業特別
対策事業実施
要領

地域資源循環
活用施設、農
林水産物直
売・食材供給
施設、地域資
源活用総合交
流促進施設、
体験農園施設

○ × －

農林水産省 やすらぎ空間整備事業 予算補助
やすらぎ空間
整備事業実施
要領

農林業等活性
化基盤施設 ○ × －

経済産業省
商業・サービス
業集積関連施設
整備費補助金

中心市街地に
おける市街地
の整備改善及
び商業等の活
性化の一体的
推進に関する
法律

商業・サービ
ス業集積関連
施設整備費補
助金交付要綱

駐車場や多目
的ホール等の
商業基盤施設

× 検討中 × 検討中 －

経済産業省
中心市街地商業
等活性化総合支
援事業費補助金

中心市街地に
おける市街地
の整備改善及
び商業等の活
性化の一体的
推進に関する
法律

中心市街地商
業等活性化総
合支援事業費
補助金交付要
綱

駐車場等の商
業基盤施設、
商業インキュ
ベーター施設
等の商業施設

× 検討中 × 検討中 －

経済産業省

原子力発電施設
等周辺地域中心
市街地活性化促
進事業補助金

電源開発促進
対策特別会計
法、中心市街
地活性化法、
新事業創出促
進法

原子力発電施
設等周辺地域
中心市街地活
性化促進事業
補助金交付要
綱

産学官連携施
設、貸事業場 ○ ○ ※ －

経済産業省
電源地域産業集
積活性化対策事
業補助金

電源開発促進
対策特別会計
法、地域産業
集積活性化法

電源地域産業
集積活性化対
策事業補助金
交付規則

賃工場施設等 ○ ○ ※ －

経済産業省 廃棄物発電促進対策費補助金

電源開発促進
対策特別会計
法

廃棄物発電促
進対策費補助
金交付要綱

廃棄物処理施
設に付設され
る廃棄物発電
設備（過熱
器、蒸気ター
ビン、発電機
等）

○ ○ ○

１．「BOO」「BOT」「BTO」各欄の記載中、「○」「×」の表記は、現在、補助対象としているかどうかを表示
　している。なお、「－」は、法律上等から対象としていない場合を表示している。
２．「BOO」「BOT」「BTO」各欄中※印のあるものは、補助金の適用に当たって条件が定められているものであ
　り、具体については個別表参照。
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所管省庁 補助制度名 根拠法令等 補助要綱等名 補助対象施設名 BOOBOTBTO

経済産業省 工業用水道事業費補助

工業用水道事
業法※
※事業法２０
条によれば、
「国は・・・
工業用水道事
業者の工業用
水道の布設に
つき、必要な
資金の確保そ
の他の援助に
努めるものと
する。」とさ
れており、明
確な義務を
もった法律補
助制度ではな
い。

工業用水道事
業費補助金交
付規則、交付
要領

工業用水道施
設 × 検討中 × 検討中 －

経済産業省
電源地域産業再
配置促進費補助
金

工業再配置促
進法、地方拠
点都市地域の
整備及び産業
業務施設の再
配置の促進に
関する法律

電源地域産業
再配置促進費
補助金交付規
則

環境保全施
設、防災保安
施設、試験研
究施設等

○ ○ ※ －

経済産業省
産業再配置促進
環境整備費補助
金

工業再配置促
進法

産業再配置促
進環境整備費
補助金交付規
則

環境保全施設
等 ○ ○ ※ －

経済産業省 新事業支援施設整備費補助金

中心市街地活
性化法、新事
業創出促進
法、地域産業
集積活性化法

新事業支援施
設整備費補助
金交付要綱

産学官連携施
設、貸事業場 ○ ○ ※ －

経済産業省
産業再配置促進
施設整備費補助
金

工業再配置促
進法、地方拠
点都市の整備
及び産業業務
施設の再配置
の促進に関す
る法律

産業再配置促
進施設整備費
補助金交付規
則

教育文化施
設、スポーツ
施設、賃貸工
場等

○ ○ ※ －

国土交通省 市街地再開発事業費補助 （予算補助）

市街地再開発
事業費補助
（一般会計）
交付要綱
市街地再開発
事業等補助要
領

施設建築物 ○ ※ ○ ※ ○ ※

１．「BOO」「BOT」「BTO」各欄の記載中、「○」「×」の表記は、現在、補助対象としているかどうかを表示
　している。なお、「－」は、法律上等から対象としていない場合を表示している。
２．「BOO」「BOT」「BTO」各欄中※印のあるものは、補助金の適用に当たって条件が定められているものであ
　り、具体については個別表参照。
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所管省庁 補助制度名 根拠法令等 補助要綱等名 補助対象施設名 BOOBOTBTO

国土交通省 土地区画整理事業費補助

土地区画整理
法（一部予算
補助）

公共団体等区
画整理補助事
業実施要領
組合等区画整
理補助事業実
施要領
都市再生推進
事業制度要
綱・都市再生
推進事業費補
助交付要綱

道路、公園
等 ○ ※ ○ ※ ○ ※

国土交通省

都市再生推進事
業費補助（都市
再生総合整備事
業）

（予算補助）
一部法律補助

都市再生推進
事業制度要
綱、都市再生
推進事業費補
助交付要綱

荷物共同集配
施設等 ○ ※ ○ ※ ○ ※

国土交通省

都市再生推進事
業費補助（都市
再生交通拠点整
備事業）

（予算補助）

都市再生推進
事業制度要
綱、都市再生
推進事業費補
助交付要綱

自由通路、バ
リアフリー施
設、自転車駐
車場、駐車場
等

○ ※ ○ ※ ○ ※

国土交通省 都市公園事業費補助 都市公園法

都市・地域整
備局所管国庫
補助金交付申
請等要領

都市公園施設
の整備及び用
地の取得

○ ※ ○ ※ －

国土交通省 街路事業費補助
道路法、道路
整備緊急措置
法　等

都市・地域整
備局所管国庫
補助金交付申
請等要領

都市計画道路 ○ ※ ○ ※ －

国土交通省 下水道事業費補助 下水道法

都市・地域整
備局所管国庫
補助金交付申
請等要領

下水道施設 ○ ※ ○ ※ －

国土交通省 急傾斜地崩壊対策事業費

急傾斜地の崩
壊による災害
の防止に関す
る法律

河川局所管国
庫補助事業に
係る補助金等
交付金申請及
び実施承認に
ついて
公共事業採択
基準並びに補
助率及び負担
率

急傾斜地崩壊
防止施設 ○ ※ ○ ※ －

国土交通省

河川事業費（河
川改修費補助、
都市河川改修費
補助）

河川法（一部
予算補助）

河川局所管国
庫補助事業に
係る補助金等
交付申請及び
実施承認につ
いて
公共事業採択
基準並びに補
助率及び負担
率

河川管理施設
（堤防、護岸
等）

○ ※ ○ ※ －

１．「BOO」「BOT」「BTO」各欄の記載中、「○」「×」の表記は、現在、補助対象としているかどうかを表示
　している。なお、「－」は、法律上等から対象としていない場合を表示している。
２．「BOO」「BOT」「BTO」各欄中※印のあるものは、補助金の適用に当たって条件が定められているものであ
　り、具体については個別表参照。



6 地方公共団体がPFI事業を実施する際の国の補助金等の適用状況について
－概要－

6

所管省庁 補助制度名 根拠法令等 補助要綱等名 補助対象施設名 BOOBOTBTO

国土交通省

都市水環境整備
事業費（河川環
境整備事業費補
助）

（予算補助）
一部公害の防
止に関する事
業に係る国の
財政上の特別
措置に関する
法律

河川局所管国
庫補助事業に
係る補助金等
交付金申請及
び実施承認に
ついて
公共事業採択
基準並びに補
助率及び負担
率

河川浄化施
設、護岸、散
策路、係留施
設などの河川
管理施設

○ ※ ○ ※ －

国土交通省
砂防事業費(地
すべり対策事業
費補助)

地すべり等防
止法

河川局所管国
庫補助事業に
係る補助金等
交付金申請及
び実施承認に
ついて
公共事業採択
基準並びに補
助率及び負担
率

地すべり防止
施設 ○ ※ ○ ※ －

国土交通省 砂防事業費(砂防事業費補助) 砂防法

河川局所管国
庫補助事業に
係る補助金等
交付金申請及
び実施承認に
ついて
公共事業採択
基準並びに補
助率及び負担
率

砂防設備 ○ ※ ○ ※ －

国土交通省 海岸保全施設整備事業費補助 海岸法

河川局所管国
庫補助事業に
係る補助金等
交付申請及び
実施承認につ
いて
公共事業採択
基準並びに補
助率及び負担
率
港湾関係補助
金等交付規則
実施要領

海岸保全施設
等 ○ ※ ○ ※ －

国土交通省 港湾改修費補助 港湾法
港湾関係補助
金等交付規則
実施要領

水域施設、外
郭施設、係留
施設、臨港交
通施設等

○ ※ ○ ※ －

国土交通省
交通安全施設等
整備事業費補助
（駐車場）

交通安全施設
等整備事業の
推進に関する
法律

民間資金等を
活用した特定
交通安全施設
等整備事業に
よる駐車場整
備に係る補助
制度要綱（調
整中）

道路付属物と
して整備する
駐車場

○ ※ ○ ※ －

国土交通省 一般国道改修費補助 道路法

道路局所管補
助金等交付申
請の取扱につ
いて

道路 ○ ※ ○ ※ －

１．「BOO」「BOT」「BTO」各欄の記載中、「○」「×」の表記は、現在、補助対象としているかどうかを表示
　している。なお、「－」は、法律上等から対象としていない場合を表示している。
２．「BOO」「BOT」「BTO」各欄中※印のあるものは、補助金の適用に当たって条件が定められているものであ
　り、具体については個別表参照。



7 地方公共団体がPFI事業を実施する際の国の補助金等の適用状況について
－概要－

7

所管省庁 補助制度名 根拠法令等 補助要綱等名 補助対象施設名 BOOBOTBTO

国土交通省 地方道改修費補助 道路法

道路局所管補
助金等交付申
請の取扱につ
いて

道路 ○ ※ ○ ※ －

国土交通省 公営住宅整備事業 公営住宅法
公営住宅整備
事業等補助要
領

公営住宅 ○ ※ ○ ※ ○

国土交通省 地下高速鉄道整備事業費補助 （予算補助）
地下高速鉄道
整備事業費補
助交付要綱

公共施設（鉄
道（軌道を含
む）

× 検討中 × 検討中 × 検討中

国土交通省
ニュータウン鉄
道等整備事業費
補助

（予算補助）

ニュータウン
鉄道等整備事
業費補助交付
要綱

公共施設（鉄
道（軌道を含
む））

× 検討中 × 検討中 × 検討中

国土交通省 空港整備事業費補助 空港整備法
空港整備事業
費補助金等交
付要綱

空港の基本施
設（滑走路、
エプロン等）
及び附帯施設
（排水施設
等）

○ ※ ○ ※ －

環境省 自然公園等整備
費補助 自然公園法

自然公園等整
備費国庫補助
金交付要綱

歩道、園地、
駐車場、休憩
所、公衆便
所、野営場、
博物展示施設
等

× 検討中 × －

環境省
廃棄物処理施設
整備モデル的整
備補助

廃棄物の処理
及び清掃に関
する法律

廃棄物処理施
設整備費（産業
廃棄物処理施
設モデル的整
備事業）の国庫
補助について

産業廃棄物処
理施設 ○ ○ ○

環境省 浄化槽整備費補
助

浄化槽市町村
整備推進事業
費（民間資金活
用型社会資本
整備事業）国庫
補助金交付要
綱

浄化槽 ○ × ー

環境省 廃棄物処理施設
整備費補助

廃棄物の処理
及び清掃に関
する法律

廃棄物処理施
設整備費（民間
資金活用型社
会資本整備事
業）の国庫補助
について

一般廃棄物処
理施設 ○ ○ ○

１．「BOO」「BOT」「BTO」各欄の記載中、「○」「×」の表記は、現在、補助対象としているかどうかを表示
　している。なお、「－」は、法律上等から対象としていない場合を表示している。
２．「BOO」「BOT」「BTO」各欄中※印のあるものは、補助金の適用に当たって条件が定められているものであ
　り、具体については個別表参照。



ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

内閣府警察庁所管

都道府県警察施設整備費補助金

警察法

警察本部、警察署（含む留置場）、機動警察隊、交番、駐在所、待機宿舎

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業が現時点でないため、補助対象としていないが、ＰＦＩ手法を活用した事業につい
ての補助金交付要綱の作成に向けて検討中である。

補助対象となる事業類型

ＢＯＴ ×

ＢＴＯ × 検討中

－ＢＯＯ

【対象としていない理由】
　補助金交付要綱の作成に向けて検討中である。
【検討に当たっての問題点等】
  補助金交付要綱の作成作業中である。

1



ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

総務省消防庁所管

市町村消防防災施設整備費補助金

予算補助

消防防災施設整備費補助金交付要綱

消防用ヘリコプター附帯施設、救助用ヘリコプター離着陸場等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について現在は補助対象としていない。
これは、補助対象となる事業規模が小さいため、そもそも当該事業においてＰＦＩを検討するメリットがすく
ないためである。

補助対象となる事業類型

ＢＯＴ ×

ＢＴＯ × 検討中

－ＢＯＯ

2



ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

文部科学省所管

公立学校施設整備費補助金（学校給食施設整備費）

学校給食法、学校給食法施行令

学校給食施設補助要綱

単独校調理場、共同調理場、学校食堂

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
地方公共団体が補助対象施設を所有する必要があるため。

※　ただし、施設の建築に要する経費とそれ以外の経費が明確に区分されるものに限る。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ

※　ただし、施設の建築に要する経費とそれ以外の経費が明確に区分されるものに限る。
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

文部科学省所管

公立学校施設整備事業

義務教育諸学校施設費国庫負担法　等

公立学校施設費国庫負担金等に関する関係法令等の運用細目　等

公立学校施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
公立学校施設に係る国庫補助は、地方公共団体が支払うこととなる経費を対象として行われるものであるた
め。

公立学校施設に係る国庫補助は当該施設の建築に要する経費を対象とするものであり、その意味において
は、施設の建築に要する経費とそれ以外の経費が明確に区分されることが必要。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ

公立学校施設に係る国庫補助は当該施設の建築に要する経費を対象とするものであり、その意味において
は、施設の建築に要する経費とそれ以外の経費が明確に区分されることが必要。
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

文部科学省所管

産業教育施設整備事業

産業教育振興法　等

高等学校産業教育施設整備費国庫補助金交付要綱

高等学校における産業教育のための施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　地方公共団体が補助対象施設を所有する必要があるため。

※　ただし、施設の建築に要する経費とそれ以外の経費が明確に区分されるものに限る。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ

※　ただし、施設の建築に要する経費とそれ以外の経費が明確に区分されるものに限る。
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

文部科学省所管

公立学校等施設整備費補助金（学校体育施設等整備費）【16.4～】＊

スポーツ振興法、スポーツ振興法施行令

公立学校等施設整備費補助金（学校体育施設等補助）交付要綱

学校及び一般の利用に供する水泳プール、武道場等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　地方公共団体が補助対象施設を所有する必要があるため。

※　ただし、施設の建築に要する経費とそれ以外の経費が明確に区分されるものに限る。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

＊「公立学校施設整備費補助金（学校体育施設整備費）」と「社会体育施設整備補助金」については、平成１
６年度に統合され、「公立学校等施設整備費補助金（学校体育施設等整備費）」となる予定である。

－ＢＯＯ

※　ただし、施設の建築に要する経費とそれ以外の経費が明確に区分されるものに限る。
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

文部科学省所管

留学生宿舎建設奨励金（独立行政法人日本学生支援機構運営費交付金）

独立行政法人日本学生支援機構法

留学生宿舎建設奨励事業実施要項（改正予定）

留学生宿舎

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　事業終了時点での施設の解体、撤去を想定していないため。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ×

＊　「留学生宿舎建設奨励事業」については、これまで（財）日本国際教育協会補助事業として実施してきた
が、平成１６年４月の独立行政法人日本学生支援機構の設立に伴い、機構の運営費交付金対象事業に移行する
予定。

－ＢＯＯ

【対象としていない理由】
　奨励事業者（ＰＦＩに係る選定事業者）が施設を所有する必要があるため。
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

経営構造対策事業

予算補助

農業経営対策事業費補助金等交付要綱

高品質堆肥製造施設、未利用資源活用施設、情報管理通信施設、農業気象高度利用施設、産
地形成促進施設、地域食材供給施設、総合交流拠点、農林漁業体験施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

○ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

アグリ・チャレンジャー支援事業

予算補助

地域農業構造対策事業費補助金等交付要綱

高品質堆肥製造施設、未利用資源活用施設、情報管理通信施設、農業気象高度利用施設、産
地形成促進施設、地域食材供給施設、総合交流拠点、農林漁業体験施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

○ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

農道整備事業費補助

土地改良法（昭和24年法律第195号）

土地改良事業関係補助金交付要綱

農道

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

【対象としていない理由】
　補助対象者が公共（地方公共団体等）に限定されており、補助対象施設も公共（地方公共団体等）が所有
するため。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業費補助

土地改良法（昭和24年法律第195号）

土地改良事業関係補助金交付要綱

農道

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

【対象としていない理由】
　補助対象者が公共（地方公共団体等）に限定されており、補助対象施設も公共（地方公共団体等）が所有
するため。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

農村総合整備事業費補助

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

農村整備事業補助金交付要綱

農業用用排水施設、農道等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

【対象としていない理由】
　補助対象者が公共（地方公共団体等）に限定されており、補助対象施設も公共（地方公共団体等）が所有
するため。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ

12



ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

畜産環境総合整備事業費補助

予算補助

畜産環境総合整備事業実施要綱　等

家畜排せつ物処理施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　地方公共団体が施設を所有しないにもかかわらず当該地方公共団体へ補助金を交付する理由がない。

【対象としていない理由】
　地方公共団体が施設を所有しないにもかかわらず当該地方公共団体へ補助金を交付する理由がない。

ＢＯＴ ×

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

生産振興総合対策事業費補助金

予算補助

生産振興総合対策事業実施要綱

種子種苗生産関連施設　等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　生産振興総合対策事業は、新築又は新設を対象とし、単年度に事業が完了することを原則としているた
め。

【対象としていない理由】
　生産振興総合対策事業は、新築又は新設を対象とし、単年度に事業が完了することを原則としているた
め。

ＢＯＴ ×

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

森林環境保全整備事業費補助

森林法

林業関係事業補助金等交付要綱
森林環境保全整備事業実施要領

市町村有林

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

※ＢＯＯ等の方式について
　当該事業は、分収林制度（森林の土地所有者に代わって森林の造成・育成を行い、伐採時に、土地所有者
等との間で収益を分収する仕組み）の活用により、PFI事業者が市町村有林の整備を行うものであり、一般的
に立木を共有し、契約期間中は市町村とPFI事業者の間での所有権の移転は想定されないことから、ＢＯＯが
最も近いと考えられる。
　ただし、伐採を避け森林の状態を維持するため、例外的に、契約満了時等に分収林契約を解除し、市町村
がPFI事業者から立木の所有権の買い取り等を行う場合等があれば、ＢＯＴに近いケースも想定されうる。

※ＢＯＯ等の方式について
　当該事業は、分収林制度（森林の土地所有者に代わって森林の造成・育成を行い、伐採時に、土地所有者
等との間で収益を分収する仕組み）の活用により、PFI事業者が市町村有林の整備を行うものであり、一般的
に立木を共有し、契約期間中は市町村とPFI事業者の間での所有権の移転は想定されないことから、ＢＯＯが
最も近いと考えられる。
　ただし、伐採を避け森林の状態を維持するため、例外的に、契約満了時等に分収林契約を解除し、市町村
がPFI事業者から立木の所有権の買い取り等を行う場合等があれば、ＢＯＴに近いケースも想定されうる。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ×

○ＢＯＯ

※ＢＯＯ等の方式について
　当該事業は、分収林制度（森林の土地所有者に代わって森林の造成・育成を行い、伐採時に、土地所有者
等との間で収益を分収する仕組み）の活用により、PFI事業者が市町村有林の整備を行うものであり、一般的
に立木を共有し、契約期間中は市町村とPFI事業者の間での所有権の移転は想定されないことから、ＢＯＯが
最も近いと考えられる。
　ただし、伐採を避け森林の状態を維持するため、例外的に、契約満了時等に分収林契約を解除し、市町村
がPFI事業者から立木の所有権の買い取り等を行う場合等があれば、ＢＯＴに近いケースも想定されうる。

15



ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

農業集落排水事業費補助

予算補助

農村整備事業統合補助金交付要綱

農業集落排水施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　社会インフラとして継続的な施設の運営・整備が求められるが、ＢＯＯではＰＦＩ契約期間後の施設の所
有等について担保することが出来ないため。

【対象としていない理由】
　農業集落排水施設が「公の施設」に該当するため、本事業においては、公共に施設の所有権を委譲し、民
間事業者に管理を委託するＢＴＯを想定していたため。
【検討に当たっての問題点等】
　平成15年6月の地方自治法改正を受け、補助対象者としてＰＦＩの選定事業者を追加することを検討中。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

経営体育成基盤整備事業費補助

土地改良法（昭和24年法律第195号）

土地改良事業関係補助金交付要綱

農業用用排水施設、農道等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

【対象としていない理由】
　補助対象者が公共（地方公共団体等）に限定されており、補助対象施設も公共（地方公共団体等）が所有
するため。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

卸売市場施設整備事業

中央卸売市場：法律補助（卸売市場法）地方卸売市場：予算補助

卸売市場施設整備事業費補助金交付要綱

中央卸売市場、地方卸売市場（公設）

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

○ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

バイオマス利活用フロンティア整備事業

予算補助

農村振興対策事業費補助金等交付要綱

バイオマス利活用施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

○ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

かんがい排水事業費補助

土地改良法（昭和24年法律第195号）

土地改良事業関係補助金交付要綱

農業用用排水施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

【対象としていない理由】
　補助対象者が公共（地方公共団体等）に限定されており、補助対象施設も公共（地方公共団体等）が所有
するため。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

水産物供給基盤整備事業費

漁港漁場整備法

水産基盤整備事業費補助金交付要綱

外郭施設、水域施設、係留施設、輸送施設　等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　補助対象経費となる施設の整備に要する経費の算出が困難であるため。

【対象としていない理由】
　補助対象経費となる施設の整備に要する経費の算出が困難であるため。
【検討に当たっての問題点等】
　補助対象経費をどのように捉えるかが課題であるが、具体の事業がなく検討が進まない状況。今後は、補
助金交付要綱等の改訂等も視野に入れて検討していきたい。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

新山村振興等農林漁業特別対策事業

予算補助

新山村振興等農林漁業特別対策事業実施要領

地域資源循環活用施設、農林水産物直売・食材供給施設、地域資源活用総合交流促進施設、
体験農園施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　本事業は１６年度からＰＦＩを導入することとしたところであり、補助事業としての責任の所在を明確に
するとともに、適正な財産管理を図る観点から、施設整備後にその所有権を本来の事業主体である地方公共
団体に移管するＢＴＯ方式を対象とする方針である。
  その他の方式の導入については、今後、事業の目的や性格を踏まえ、地域からの具体的な要望等も勘案し
つつ検討したい。

【対象としていない理由】
　本事業は１６年度からＰＦＩを導入することとしたところであり、補助事業と　しての責任の所在を明確
にするとともに、適正な財産管理を図る観点から、施設整備後にその所有権を本来の事業主体である地方公
共団体に移管するＢＴＯ方式を対象とする方針である。
  その他の方式の導入については、今後、事業の目的や性格を踏まえ、地域からの具体的な要望等も勘案し
つつ検討したい。

ＢＯＴ ×

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

農林水産省所管

やすらぎ空間整備事業

予算補助

やすらぎ空間整備事業実施要領

農林業等活性化基盤施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　本事業は１６年度からＰＦＩを導入することとしたところであり、補助事業としての責任の所在を明確に
するとともに、適正な財産管理を図る観点から、施設整備後にその所有権を本来の事業主体である地方公共
団体に移管するＢＴＯ方式を対象とする方針である。
  その他の方式の導入については、今後、事業の目的や性格を踏まえ、地域からの具体的な要望等も勘案し
つつ検討したい。

【対象としていない理由】
　本事業は１６年度からＰＦＩを導入することとしたところであり、補助事業としての責任の所在を明確に
するとともに、適正な財産管理を図る観点から、施設整備後にその所有権を本来の事業主体である地方公共
団体に移管するＢＴＯ方式を対象とする方針である。
  その他の方式の導入については、今後、事業の目的や性格を踏まえ、地域からの具体的な要望等も勘案し
つつ検討したい。

ＢＯＴ ×

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

商業・サービス業集積関連施設整備費補助金

中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律

商業・サービス業集積関連施設整備費補助金交付要綱

駐車場や多目的ホール等の商業基盤施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ × 検討中

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

中心市街地商業等活性化総合支援事業費補助金

中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律

中心市街地商業等活性化総合支援事業費補助金交付要綱

駐車場等の商業基盤施設、商業インキュベーター施設等の商業施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ × 検討中

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

原子力発電施設等周辺地域中心市街地活性化促進事業補助金

電源開発促進対策特別会計法、中心市街地活性化法、新事業創出促進法

原子力発電施設等周辺地域中心市街地活性化促進事業補助金交付要綱

産学官連携施設、貸事業場

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

　交付要綱上ＰＦＩ事業を補助金の適用としている。ＰＦＩ事業の具体的提案を踏まえ、必要に応じ財政当
局との調整を行い、対応する方針。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

電源地域産業集積活性化対策事業補助金

電源開発促進対策特別会計法、地域産業集積活性化法

電源地域産業集積活性化対策事業補助金交付規則

賃工場施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

　交付要綱上ＰＦＩ事業を補助金の適用としている。ＰＦＩ事業の具体的提案を踏まえ、必要に応じ財政当
局との調整を行い、対応する方針。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

廃棄物発電促進対策費補助金

電源開発促進対策特別会計法

廃棄物発電促進対策費補助金交付要綱

廃棄物処理施設に付設される廃棄物発電設備（過熱器、蒸気タービン、発電機等）

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

○ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

工業用水道事業費補助

工業用水道事業法※

工業用水道事業費補助金交付規則、交付要領

工業用水道施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について現在は補助対象としていないが、補助対象とすることについて検討中であ
る。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
民間の所有施設に対する制度ではないため。

【検討に当たっての問題点等】
これまでのところ、ＰＦＩ事業実施の要望事例がない。ＰＦＩ事業の具体的提案を踏まえ必要に応じ財政当
局との調整を行い検討してゆく考え。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ × 検討中

－ＢＯＯ

【検討に当たっての問題点等】
これまでのところ、ＰＦＩ事業実施の要望事例がない。ＰＦＩ事業の具体的提案を踏まえ必要に応じ財政当
局との調整を行い検討してゆく考え。
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

電源地域産業再配置促進費補助金

工業再配置促進法、地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法

電源地域産業再配置促進費補助金交付規則

環境保全施設、防災保安施設、試験研究施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間所有施設に対する補助制度ではないため。

　交付要綱上ＰＦＩ事業を補助金の適用としている。ＰＦＩ事業の具体的提案を踏まえ、必要に応じ財政当
局との調整を行い、対応する方針。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

産業再配置促進環境整備費補助金

工業再配置促進法

産業再配置促進環境整備費補助金交付規則

環境保全施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

　交付要綱上ＰＦＩ事業を補助金の適用対象としている。ＰＦＩ事業の具体的提案を踏まえ必要に応じ財政
当局と調整を行い対応する方針。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

新事業支援施設整備費補助金

中心市街地活性化法、新事業創出促進法、地域産業集積活性化法

新事業支援施設整備費補助金交付要綱

産学官連携施設、貸事業場

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

交付要綱上ＰＦＩ事業を補助金の適用としている。ＰＦＩ事業の具体的提案を踏まえ、必要に応じ財政当局
との調整を行い、対応する方針。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

経済産業省所管

産業再配置促進施設整備費補助金

工業再配置促進法、地方拠点都市の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律

産業再配置促進施設整備費補助金交付規則

教育文化施設、スポーツ施設、賃貸工場等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　民間の所有施設に対する補助制度でないため。

交付要綱上ＰＦＩ事業を補助金の適用対象としている。ＰＦＩ事業の具体的提案を踏まえ、必要に応じ財政
当局との調整を行い、対応する方針。

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

市街地再開発事業費補助

（予算補助）

市街地再開発事業費補助（一般会計）交付要綱、市街地再開発事業等補助要領

施設建築物

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

注）公共団体施行等において、特定建築者である民間事業者（ＰＦＩ事業者）が駐車場を整備した上で取得
し、運営をする場合、その施設整備費に対して市街地再開発事業の補助が可能

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

○ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

土地区画整理事業費補助

土地区画整理法（一部予算補助）

公共団体等区画整理補助事業実施要領　等

道路、公園　等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

注）民間事業者（ＰＦＩ事業者）が所有する公開空地の整備に要する費用の一部を事業主体に対して補助す
ることが可能。土地区画整理事業で整備する区画道路等の公共施設については、事業後直ちに所有権が公共
施設管理者に移転することからＢＯＯ方式は想定されない。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

○ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

都市再生推進事業費補助（都市再生総合整備事業）

（予算補助）一部法律補助

都市再生推進事業制度要綱、都市再生推進事業費補助交付要綱

荷物共同集配施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

注）都市再生総合整備事業においては、民間への間接補助が可能となっている。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

○ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

都市再生推進事業費補助（都市再生交通拠点整備事業）

（予算補助）

都市再生推進事業制度要綱、都市再生推進事業費補助交付要綱

自由通路、バリアフリー施設、自転車駐車場、駐車場　等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

注）都市再生交通拠点整備事業においては、民間への間接補助が可能となっている。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

○ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

都市公園事業費補助

都市公園法

都市・地域整備局所管国庫補助金交付申請等要領

都市公園施設の整備及び用地の取得

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照

38



ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

街路事業費補助

道路法、道路整備緊急措置法　等

都市・地域整備局所管国庫補助金交付申請等要領

都市計画道路

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

下水道事業費補助

下水道法

都市・地域整備局所管国庫補助金交付申請等要領

下水道施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

急傾斜地崩壊対策事業費

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

河川局所管国庫補助事業に係る補助金等交付金申請及び実施承認について
公共事業採択基準並びに補助率及び負担率

急傾斜地崩壊防止施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

河川事業費（河川改修費補助、都市河川改修費補助）

河川法（一部予算補助）

河川局所管国庫補助事業に係る補助金等交付申請及び実施承認について
公共事業採択基準並びに補助率及び負担率

河川管理施設（堤防、護岸等）

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照

42



ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

都市水環境整備事業費（河川環境整備事業費補助）

（予算補助）一部公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律

河川局所管国庫補助事業に係る補助金等交付金申請及び実施承認について
公共事業採択基準並びに補助率及び負担率

河川浄化施設、護岸、散策路、係留施設などの河川管理施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

砂防事業費(地すべり対策事業費補助)

地すべり等防止法

河川局所管国庫補助事業に係る補助金等交付金申請及び実施承認について
公共事業採択基準並びに補助率及び負担率

地すべり防止施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

砂防事業費(砂防事業費補助)

砂防法

河川局所管国庫補助事業に係る補助金等交付金申請及び実施承認について
公共事業採択基準並びに補助率及び負担率

砂防設備

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

海岸保全施設整備事業費補助

海岸法

河川局所管国庫補助事業に係る補助金等交付申請及び実施承認について
公共事業採択基準並びに補助率及び負担率

海岸保全施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

港湾改修費補助

港湾法

港湾関係補助金等交付規則実施要領

水域施設、外郭施設、係留施設、臨港交通施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

交通安全施設等整備事業費補助（駐車場）

交通安全施設等整備事業の推進に関する法律

民間資金等を活用した特定交通安全施設等整備事業による駐車場整備に係る補助制度要綱
（調整中）

道路付属物として整備する駐車場

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

一般国道改修費補助

道路法

道路局所管補助金等交付申請の取扱いについて

道路

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

地方道改修費補助

道路法

道路局所管補助金等交付申請の取扱いについて

道路

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

公営住宅整備事業

公営住宅法

公営住宅整備事業等補助要領

公営住宅

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

○ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

地下高速鉄道整備事業費補助

（予算補助）

地下高速鉄道整備事業費補助交付要綱

公共施設（鉄道（軌道を含む）

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について現在は補助対象としていないが、補助対象とすることについて検討中であ
る。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　現行地下高速鉄道整備事業費補助交付要綱において、補助対象事業として いない。
【検討に当たっての問題点等】
　具体的に事業がないため検討が出来ない。

【対象としていない理由】
　現行地下高速鉄道整備事業費補助交付要綱において、補助対象事業としていない。
【検討に当たっての問題点等】
　具体的に事業がないため検討が出来ない。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ × 検討中

検討中×ＢＯＯ

【対象としていない理由】
　現行地下高速鉄道整備事業費補助交付要綱において、補助対象事業としていない。
【検討に当たっての問題点等】
　具体的に事業がないため検討が出来ない。
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

ニュータウン鉄道等整備事業費補助

（予算補助）

ニュータウン鉄道等整備事業費補助交付要綱

公共施設（鉄道（軌道を含む））

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について現在は補助対象としていないが、補助対象とすることについて検討中であ
る。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　現行ニュータウン鉄道等整備事業費補助交付要綱において、補助対象事業として いない。
【検討に当たっての問題点等】
　具体的に事業がないため検討が出来ない。

【対象としていない理由】
　現行ニュータウン鉄道等整備事業費補助交付要綱において、補助対象事業としていない。
【検討に当たっての問題点等】
　具体的に事業がないため検討が出来ない。

ＢＯＴ × 検討中

ＢＴＯ × 検討中

検討中×ＢＯＯ

【対象としていない理由】
　現行ニュータウン鉄道等整備事業費補助交付要綱において、補助対象事業としていない。
【検討に当たっての問題点等】
　具体的に事業がないため検討が出来ない。
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

国土交通省所管

空港整備事業費補助

空港整備法

空港整備事業費補助金等交付要綱

空港の基本施設（滑走路、エプロン等）及び附帯施設（排水施設等）

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
　そもそも民間の所有施設に対する補助制度ではないため。

※　欄外国土交通省方針参照

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

地方公共団体がＰＦＩ事業を実施する際の補助金等の適用に関する国土交通省方針

ＢＴＯ、ＢＯＴともに、ＰＦＩ事業で整備された公共施設に対し、補助金を一括交付することは可能である。

ただし、ＢＯＴ方式に関しては、以下の点について、個別プロジェクトごとに審査を行う必要がある。
①長期安定的に公共施設等を管理・運営できるか
②最終的にその公共施設等が公共に移転されることが担保されているか
③補助金等適正化法の適用条件（目的外使用の制限、財産処分の制限等）をＰＦＩ事業者が了承するか

－ＢＯＯ

※　欄外国土交通省方針参照
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

環境省所管

自然公園等整備費補助

自然公園法

自然公園等整備費国庫補助金交付要綱

歩道、園地、駐車場、休憩所、公衆便所、野営場、博物展示施設等

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について現在は補助対象としていないが、補助対象とすることについて検討中であ
る。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
自然公園法第４４条の規定により、補助対象者が都道府県に限定されているため

ＢＯＴ ×

ＢＴＯ × 検討中

－ＢＯＯ

【検討に当たっての問題点等】
事業規模が小さく、原則として収益施設を補助対象としていないため、ＰＦＩ
事業になじむのかを検討。
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

環境省所管

廃棄物処理施設整備モデル的整備補助

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

廃棄物処理施設整備費（産業廃棄物処理施設モデル的整備事業）の国庫補助について

産業廃棄物処理施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

○ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

環境省所管

浄化槽整備費補助

浄化槽市町村整備推進事業費（民間資金活用型社会資本整備事業）国庫補助金交付要綱

浄化槽

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

【対象としていない理由】
浄化槽市町村整備推進事業は、市町村が、浄化槽の設置・維持管理を行う事業であり、また、補助対象者
（市町村等）が補助対象施設を取得する際に補助する事業であるから

【対象としていない理由】
浄化槽市町村整備推進事業は、市町村が、浄化槽の設置・維持管理を行う事業であり、また、補助対象者
（市町村等）が補助対象施設を取得する際に補助する事業であるから

ＢＯＴ ×

ＢＴＯ ○

－ＢＯＯ
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ＰＦＩ手法を活用した事業に対する各種補助金の現状

環境省所管

廃棄物処理施設整備費補助

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

廃棄物処理施設整備費（民間資金活用型社会資本整備事業）の国庫補助について

一般廃棄物処理施設

補助制度名

根拠法令等

補助要綱等

補助対象施設

ＰＦＩ手法を活用した事業について補助対象としている。

補助対象となる事業類型

ＢＯＴ ○

ＢＴＯ ○

○ＢＯＯ
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